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　当研究所の横内所長が３月28日に開催された日本
畜産学会の総会で日本畜産学会功労賞（西川賞）を受
賞されました。西川賞は､社団法人日本畜産学会が
財団法人西川畜産奨学財団からの寄付を受け入れ、
設けたもので、畜産の発展および後進者の指導育成
に関し顕著な業績をあげた個人または団体に授与さ
れるものです。�
　横内所長は昭和42年に当時の農林省九州農業試験
場に赴任し、現在にいたるまで一貫して畜産研究の
推進、試験研究の運営および後進者の育成に貢献さ
れました。この間、統計遺伝的な家畜育種研究、情
報研究、草地研究に取り組まれ、特に、乳牛の能力
評価と選抜方法に関する統計遺伝学的研究では、候
補種雄牛の後代検定による能力評価の正確度を高め
るための研究を中心に顕著な業績を挙げられまし

た。また、研究成果を実際のわが国家畜改良に生か
すために、都道府県の研究者、農林水産省畜産局（現
生産局畜産部）、種畜牧場（現家畜改良センター）、
家畜改良事業団・ホルスタイン登録協会等、各種畜
産関係機関の実務担当者、300名以上の方々に研修
を行い、わが国家畜改良の中心的役割を担う者を多
く輩出されました。乳用種雄牛の後代検定は横内所
長が中心となって理論的研究成果を行政サイドに受
け渡し、予算化・事業化されて着実に実施され、わ
が国乳牛集団の経産牛１頭あたり平均乳量をこの30
年間で約3,000kg増加させた原動力となりました。
このような業績を中心に高い評価を受け、このたび
「乳牛を主体とした家畜の遺伝的能力評価における
研究推進と後進者の育成」の功績に対して西川賞が
送られました。（企画調整部研究調整官　石田元彦）�

平成１４年度　畜産草地研究所評価委員会�

横内所長の日本畜産学会功労賞受賞について�

会 場 全 景�

　平成14年度畜産草地研究所評価委員会が平成15年
３月19日に畜産草地研究所（筑波）の大会議室で開催
されました。�
　評価委員には、家畜増殖、畜産物・品質、草地・
飼料利用・放牧の専門家として、それぞれ東京農業
大学名誉教授の渡邉誠喜氏、前日本大学生物資源科
学部教授の森地敏樹氏、（財）神津牧場常務理事場長
の鈴木愼二郎氏、公立試験研究機関関係者として全
国畜産場所長会長（栃木県畜産試験場長）の諏訪勇
氏、有識者として農林水産省畜産部畜産技術課長の
塩田忠氏、の５名になっていただきました。�
　委員会の冒頭、所長から評価委員に委員会開催の
意義と忌憚のない評価をお願いする旨の挨拶があり
ました。引き続き、委員の互選で渡邉誠喜氏が委員
長に選出され、以後、委員長に議事を進行していた
だきました。�
　まず、「業務運営の効率化に関する目標を達成する
ためにとるべき措置」と「国民に対して提供するサ
ービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置」の評価に入りました。企画
調整部長から評価・点検の実施、研究資源の効率的
利用、研究支援の効率化及び充実・高度化、連携、協
力の促進、試験及び研究並びに調査（公立試験研究
機関等との研究協力）、専門研究分野を活かした社
会貢献、成果の公表および普及の促進の各項目につ
いて説明があり、委員の質問を受けました。次に、
総務部長から予算、資金計画、施設・設備および人
事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する
目標を含む。）について説明し、質問を受けました。�
　研究課題の評価では、各研究部長が平成14年度に
得られた主な研究成果とその活用面を中心に説明
し、質問を受けました。�
　総合討論では所の運営や研究課題等について委員
と自由に議論し、委員長からコメントをいただいて
委員会を終えました。�
　評価委員からは主に以下のようなコメントをいた
だきました。「高品質で安全な畜産物、飼料自給率

の向上、環境保全型畜産をキーワードとして全体的
に優れた良い研究をしていると評価できる。日本の
畜産が今ほど注目されていることはない。畜産草地
研究所には、問題解決に直結する技術開発ととも
に、将来の発展、国際競争力の向上につながる革新
的な新技術開発を一層進めて欲しい。その際、我が
国の畜産が置かれている状況を俯瞰的視野で見据え
た研究課題の設定や研究計画立案を行い、研究推進
にあたっては、より一層の各研究部間、研究室間、
研究者間の連携を密にし、研究密度の向上に努める
とともに、畜産物に対する消費者・市民との情報交
換も十分に行っていただきたい。」�
　このような評価に応えるためには、都道府県、民
間等との連携を一層深め、現場で普及しうる技術開
発を目指すとともに、将来の革新的技術を生み出す
芽を育てるため基礎研究にも力を入れることが大切
です。また、効率良く研究を行うために、研究部
間、研究室間の一層の意志疎通を図り研究所内の連
携を密にして、国内外の関係方面に実効ある研究成
果を発信するとともに、畜産物について消費者・市
民に向けての密度の高いコミュニケーションを持つ
よう努める必要があります。�

（企画調整部研究調整官　石田元彦）�




